
南房総市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画（素案）に関する 

パブリックコメント実施結果について 

 

建設環境部環境保全課   

 

１ 目的 

市では、廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づき、本市の一般廃棄物処理に

関し、必要な施策を推進するための総合的かつ中長期的な計画として「南房総市一

般廃棄物（ごみ）処理基本計画（素案）」作成し、これについて広く市民の皆様から

御意見をいただくため、パブリックコメントを実施しました。 

 

２ 実施期間 

令和３年２月１０日（水）から令和３年３月１１日（木）までの３０日間 

 

３ 周知方法 

(1) 市ホームページにパブリックコメント実施について掲載 

(2) 環境保全課、市民課、朝夷行政センター及び各地域センターで計画（素案）

の閲覧を実施 

(3) 市ホームページに計画（素案）を掲載 

 

４ 意見の提出状況 

意見の提出者 １人（５件） 

 

 

 

 



５ 意見の概要及び意見に対する考え方 

該当箇所 意見の概要 意見に対する考え方 

第３章 ごみ

処理の現況と

課題 

 

第４節 ごみ

処理の状況 

及び 

第５節 ごみ

処理の評価 

１人１日当たりのごみ排出量

が全国平均、千葉県平均と比較

して１７％から２０％余り多く

なっている。その原因としてご

みの種類別の排出量から生活

系・事業系ともに可燃ごみの割

合が非常に高くなっていると指

摘している。さらに可燃ごみの

中には古紙や布類も多く含まれ

ており、分別排出されていれば

資源化が可能とされ、今後は、資

源となる物、特に紙類やプラス

チック製容器包装等の分別排出

の徹底など資源ごみの分別区分

の見直しなどの資源化施策を講

じる必要があるとの記述があり

ます。 

 なぜ南房総市では、可燃ごみ

の割合が高いのか。その理由を

明確にすることが重要と思いま

す。また、2035 年の計画目標年

度までに資源ごみの分別区分の

見直しを行うことや事業系ごみ

の排出抑制策について具体的な

方策が見られない。これでごみ

の削減が出来るか疑問である。 

 また、P33 では人口 1人当たり

のごみ処理経費は約2万円／人、

P37 では人口 1 人当たりのごみ

処理経費は 14,804 円／人・年と

なっている。この違いは何か。 

 可燃ごみの割合が高いのは全

国的な傾向となっており、平成

３０(２０１８)年度では全国が

約６６％、千葉県が約７５％が

可燃ごみとなっています。本市

では約５４％と比較的低いので

すが、それでも排出される可燃

ごみの中には資源物が含まれて

いると考えられることから、今

後も分別排出の徹底を図るとと

もに分別区分の見直し等を検討

しているところです。しかし、資

源ごみの分別区分を細分化する

と、その資源ごみごとに収集・運

搬体制及び資源化ルートを構築

しなければならないため、より

多くのごみ処理経費が必要とな

ることから、可能な限り市民の

皆様の負担にならないよう、合

理的かつ効率的なごみ処理方法

を検討する必要があります。 

 また、３３ページの処理経費

は、施設の建設・改良費を除く、

処理及び維持管理費を人口で除

した事業費を示しており、車両

等購入費などが含まれていま

す。それに対し、３７ページの人

口１人当たり年間処理経費は、

千葉県の「第１０次千葉県廃棄

物処理計画」と、３５ページに示

した環境省の「市町村一般廃棄

物処理システム評価支援ツー

ル」により、ごみ処理のみに掛か

る経費を示したものです。どち

らもごみ処理経費に関する指標

ですが、本市では、いずれの基準

でも低減できるように合理化を

図っていく必要があると考えて

います。 



第４章 ごみ

処理基本計画 

 

第２節 ごみ

の発生量及び

処理量の見込

み 

本市の減量化・資源化の数値

目標について、人口推計は、目標

年次の 2035 年には 2018 年と比

較して 29.9％の減少としている

のに、1人 1日あたりの家庭系ご

み排出量は 17％の減少としてい

る。ごみの減量策と人口減少を

合わせれば、目標年次の数値は

もっと減少するのではないか。

減少目標が少ないと思うがどう

なのか。 

人口の減少については、本市

全体の家庭系ごみ排出量（ｔ/

年）は影響を受けますが、１人１

日あたりの家庭系ごみ排出量

（ｇ/人･日）は影響を受けませ

ん。 

そのため、本計画の目標を達

成するためには、現在の１人１

日あたりの家庭系ごみ排出量

（約６００ｇ/人･日）から、１人

１人がさらに毎日約１００ｇず

つ減少させる必要があります。 

 

事業系資源ごみのリサイクル

促進策として事業系ごみが搬入

される際に、担当職員などによ

って資源ごみが混入していない

か検査を実施すると記述してあ

るが、実際に実施できるのか。

2027 年度には君津地域広域廃棄

物処理施設が稼働する計画であ

り、事業系ごみが搬入される際

に検査をどこで実施するのか。 

 事業系ごみは 5.1％減少する

との予測となっているが、生活

系ごみの減少幅と比較して事業

系ごみの減少幅が小さいと考え

る根拠は何か。事業系ごみをも

っと少なくする手立てはないの

か。 

 事業系ごみの搬入時検査につ

いては、まだ具体的な実施計画

はありませんが、君津地域広域

廃棄物処理施設が稼働するまで

は、本市の各施設で実施し、稼働

後は中継施設において実施する

ことを検討しています。また、御

指摘の通り搬入時検査は負担が

大きいことから、毎回実施する

のではなく、不定期に実施する

ことを検討します。 

 また、事業系ごみは、事業者の

事業活動に伴い発生するごみで

あるため、その排出量は景気の

変動に影響を受けると考えられ

ます。そのため、平成２０(２０

０８)年９月のいわゆるリーマ

ンショックを契機とした世界的

な景気の後退に伴い、全国的に

事業系ごみは大幅に減少してい

ましたが、近年ようやく景気が

回復してきたことにより、多く

の事業系ごみが発生する傾向が

あります。 

 本市の事業系ごみも現状のま

ま推移した場合では増加するも

のと予測されることから、微減

傾向で推移することを目標とし

ています。 

 



第４章 ごみ

処理基本計画 

 

第３節 ごみ

の排出の抑制

のための方策

に関する事項 

超高齢化社会の実情に沿った

施策として、ごみ出しが困難な

高齢者に向けた支援などを検討

していくと記述してあるが、早

急に具体化すべきである。一人

住まいの高齢者は増えており、

早急に実施する施策とすべきと

考える。 

 

高齢者支援サービスにつきま

しては、ごみ出しだけではなく、

より包括的な支援が必要と考え

られることから、現在は福祉部

局と連携し、どのようなことが

実施できるか検討していきま

す。 

その他 ごみに関する経費が不明確で

ある。ごみ処理経費の実績は、記

載があるが、この計画を実施し

た場合のごみ処理経費はどのよ

うになるのか示されていない。

ごみの減量が、経費削減等の効

果を生じるのかどうかは、住民

が分別やリサイクルなどを主体

的に行うための動機付けである

と考える。処理経費が示されて

いないのはどうしてか。示すべ

きと考えるがどうか。 

 さらにごみの減量を進めるた

めに行政の市民に対する広報・

啓発活動だけでなく、行政・住

民・事業者などが参加するごみ

減量に関する協議会を設置し、

ごみ減量の取り組みに住民の意

見が反映できるようにすること

が必要と考えるがどうか。 

 ごみ処理経費は、リサイクル

を推進するため、資源ごみを細

分化すればするほど、より多く

の経費が必要となります。現在

の状況では考えられませんが、

最も経費が低くなるのは燃える

もの全てを単純に焼却してしま

うことですが、それは資源循環

型社会の構築を目指すとした本

計画とは異なった施策となりま

す。計画を実施した場合のごみ

処理経費を示すことは難しいで

すが、本計画に基づきごみの適

正処理を行うため合理的かつ経

済的なごみ処理システムを構築

する必要があります。 

 また、御提案のような協議会

の設置等については、本市にお

ける廃棄物の減量化対策をより

実効あるものとするため、今後

の検討課題と考えています。 

 

 


